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１ 介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）の概要 

 

※以下「介護予防・日常生活支援総合事業」を「総合事業」といいます。 

  

（１） 総合事業の趣旨 

・市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様な

サービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に

対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すものです。 

 

 

（２） 背景・基本的な考え方 

・後期高齢者や単身高齢者等の支援が必要な高齢者は増加していきますが、それを支え

る生産年齢人口は減少し、担い手不足が見込まれるとともに、給付費の増加により保険

料等の負担も増加し、社会保障制度の持続性が問われる状況となっています。 

・要支援者については、掃除や買い物などの生活行為の一部が難しくなっているが、排

せつ、食事摂取などの身の回りの生活行為は自立している者が多数です。 

・このような要支援者の状態を踏まえると、有する能力に応じた柔軟な支援を受けてい

くことで、自立意欲の向上につなげていくことが期待されます。 

・要支援者等の多様な生活支援ニーズについて、従来、予防給付として提供されていた

全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護を、市町村の実施する介護保険制度

の地域支援事業に移行し、介護事業者だけではなく、民間事業者やボランティア、ＮＰ

Ｏ等の高齢者を含む住民等が参画する多様なサービスを総合的に提供可能な仕組みに

見直します。 

・支援する側と支援される側という画一的な関係性ではなく、地域とのつながりを維持

しながら要支援者自身の能力を最大限活かしつつ社会活動に参加することが、高齢者の

生きがいとなり、介護予防ともなります。 

・市町村が中心となって実施することで、地域の実情に応じた、住民主体のものを含め

た多様なサービスを提供します。 
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総合事業 

（３） 総合事業の概要 

・訪問介護・通所介護以外のサービス（訪問看護、福祉用具等）は、引き続き介護予防

給付としてサービス提供を継続します。 

・地域包括支援センターによる介護予防支援・介護予防ケアマネジメントに基づき、総

合事業（介護予防・生活支援サービス事業及び一般介護予防事業）のサービスと介護予

防給付のサービス（要支援者のみ）を組み合わせます。 

・介護予防・生活支援サービス事業によるサービスのみ利用する場合は、要介護認定等

を省略し、基本チェックリストで判定することによって「介護予防・生活支援サービス

事業対象者」（以下「事業対象者」という。）として迅速なサービス利用を可能にします。 

 

 

相談受付 

             要支援認定       基本チェックリストで判断 

                                        

                                                 

                                             

                                     

 

 

 

  
         

 
  
介護予防給付 

    
 

 

 
 

 

１ 

一般高齢者 

介護予防ケアマネジメント

は地域包括支援センターが

実施 

介護予防支援は地

域包括支援センタ

ーまたは指定介護

予防支援事業所が

実施 

＋ 

訪問看護、 

福祉用具等 

要支援者 
介護予防・生活支援 

サービス事業対象者 

介護予防・生活支援サービス事業 

① 訪問型サービス（住民主体型サービス含む） 

② 通所型サービス 

③ 短期集中予防サービス  

一般介護予防事業 

脳と身体の健康体操 認知症予防教室 フレイル＆認知症予防出前講座 ふれあいサロンなど 
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（４） 事業対象者の要件 

・事業対象者とは、65 歳以上の者で、心身の状況、その置かれている環境その他の状況

から要支援（要介護）状態となることを予防するための援助を行う必要があると「基本

チェックリスト」の実施により該当した者です。 

・事業対象者は、介護予防ケアマネジメントに基づいてサービスを利用します。 

 

 

【基本チェックリストの実施対象者と介護保険要介護・要支援認定申請の対象者】(表 1) 

 
アセスメントの結果 

基本チェック 

リストの実施 

要介護（要支援） 

認定申請 

新   規 

◆介護予防・生活支援サービス事業のみ必要 〇  

◆介護保険の介護(予防)サービスが必要 

◆寝たきりの状態など、常に介護が必要な方 
× 〇 

更 
 

新 

事業対象者・ 

要支援認定者 

◆介護予防・生活支援サービス事業のみ必要 〇  

◆介護保険の介護(予防)サービスが必要 

◆寝たきりの状態など、常に介護が必要な方 
× 〇 

要介護認定者 - 認定申請 

区

分

変

更 

要介護→要介護 

要支援→要介護 
- 認定申請 

要介護→要支援 

要支援→要支援 

◆介護予防・生活支援サービス事業のみ必要 〇  

◆介護保険の介護(予防)サービスが必要 × 〇 

第２号被保険者 - 認定申請※ 

転  入  者 - 新規の取扱いに準じる 

※ 第２号被保険者については、がん（回復の見込みがない状態に至ったもの）やリウマチ

等の特定疾病に起因して要介護状態等となることがサービスを受ける前提となるため、

要介護（要支援）認定申請につなぎます。 
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1 0 1

2 0 1

3 0 1

4 0 1

5 0 1

6 0 1

7 0 1

8 0 1

9 1 0

10 1 0

11 1 0

12

13 1 0

14 1 0

15 1 0

16 0 1

17 1 0

18 1 0

19 0 1

20 1 0

21 1 0

22 1 0

23 1 0

24 1 0

25 1 0

（注） BMI＝体重（Kg）÷身長（ｍ）÷身長(ｍ) が１８．５未満の場合に該当とする

No.21～25の合計

（ここ２週間）自分が役に立つ人間だと思えない はい いいえ

（ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする はい いいえ

こ
こ
ろ

（ここ２週間）毎日の生活に充実感がない はい いいえ

（ここ２週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった はい いいえ

（ここ２週間）以前は楽にできていたことが今ではおっくうに感じられる はい いいえ

No.16～20の合計

No.1～20の合計

はい いいえ

周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われますか はい いいえ

自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか はい いいえ

口の渇きが気になりますか はい いいえ

No.13～15の合計

暮
ら
し
ぶ
り
そ
の
2

週に１回以上は外出していますか はい いいえ

昨年と比べて外出の回数が減っていますか

栄
養
・
口
腔
機
能
関
係

今日が何月何日かわからない時がありますか はい いいえ

No.11～12の合計

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか はい いいえ

お茶や汁物等でむせることがありますか はい いいえ

転倒に対する不安は大きいですか はい いいえ

No.6～10の合計

６ヶ月間で２～３Kg以上の体重減少がありましたか はい いいえ

身長　　　　　　　　　　Cm　　・　　　体重　　　　　　　　　　Kg　　　　　（BMI＝　　　　　）（注）　　　　

基本チェックリスト

運
動
器
関
係

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか はい いいえ

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか

はい いいえ

預貯金の出し入れをしていますか はい いいえ

友人の家を訪ねていますか はい いいえ

はい いいえ

１５分位続けて歩いていますか はい いいえ

この１年間に転んだことがありますか はい いいえ

家族や友人の相談にのっていますか はい

No 質問項目 いずれかに○
得
点

暮
ら
し
ぶ
り
そ
の
1

バスや電車で１人で外出していますか はい いいえ

日用品の買物をしていますか

No.1～5の合計

いいえ
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受付日 [ 令和       年        月       日 ]

[ 高齢介護課 、 包括  (  稲沢 、小正・下津 、明治・千代田 、大里 、祖父江 、平和  ) ]

0 0 0

明・大・昭　

①  質問項目No.1～20までの20項目のうち10項目以上に該当   生活機能全般

②  質問項目No.6～10までの5項目のうち3項目以上に該当   運 動 機 能

③  質問項目No.11～12までの2項目のうちすべてに該当   栄 養 状 態

④  質問項目No.13～15までの3項目のうち2項目以上に該当   口 腔 機 能

⑤  質問項目No.16に該当   閉 じ こ も り

⑥  質問項目No.18～20までの3項目のうちいずれか1項目以上に該当   認 知 機 能

⑦  質問項目No.21～25までの5項目のうち2項目以上に該当    う         つ

ふりがな

生年月日
氏名

男 ・女

【  事業対象者に該当する基準   】

介護予防・日常生活支援総合事業の実施にあたり、事業者の状況を把握する必要があるときは、
基本チェックリストの実施結果を稲沢市、地域包括支援センター、事業所その他必要な範囲で関係
する者に提示することに同意します。

(本人署名)

　　年　　　月　　　日

　　　　（　　　　　歳）

住所

〒

電話番号稲沢市

稲沢市基本チェックリスト

受付場所

被保険者番号 個人番号

［ 新規  ・  更新 ］
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基本チェックリストの考え方 

                    

【共通事項】 

① 対象者には、各質問項目の趣旨を理解していただいた上で回答してもらってくださ

い。それが適当な回答であるかの判断は、基本チェックリストを評価する者が行っ

てください。 

② 期間を定めていない質問項目については、現在の状況について回答してもらってく

ださい。 

③ 習慣を問う質問項目については、頻度も含め、本人の判断に基づき回答してもらっ

てください。 

④ 各質問項目の趣旨は以下のとおりです。各質問項目の表現は変えないでください。 

 

 質問項目 質問項目の趣旨 

１～５の質問項目は、日常生活関連動作について尋ねています。 

１ バスや電車で１人で

外出していますか 

家族等の付き添いなしで、１人でバスや電車を利用して外

出しているかどうかを尋ねています。バスや電車のないと

ころでは、それに準じた公共交通機関に置き換えて回答し

てください。なお、１人で自家用車を運転して外出してい

る場合も含まれます 

２ 日用品の買い物をし

ていますか 

自ら外出し、何らかの日用品の買い物を適切に行っている

かどうか（例えば、必要な物品を購入しているか）を尋ね

ています。頻度は、本人の判断に基づき回答してください。

電話での注文のみで済ませている場合は「いいえ」となり

ます。 

３ 

 

 

預貯金の出し入れを

していますか 

自ら預貯金の出し入れをしているかどうかを尋ねていま

す。銀行等での窓口手続きも含め、本人の判断により金銭

管理を行っている場合に「はい」とします。家族等に依頼

して、預貯金の出し入れをしている場合は「いいえ」とな

ります。 

４ 友人の家を尋ねてい

ますか 

友人の家を訪ねているかどうかを尋ねています。電話によ

る交流や家族・親戚の家への訪問は含みません。 

５ 家族や友人の相談に

のっていますか 

家族や友人の相談にのっているかどうかを尋ねています。

面談せずに電話のみで相談に応じている場合に「はい」と

します。 
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６～１０の質問事項は、運動器の機能について尋ねています。 

６ 階段を手すりや壁を

つたわらずに昇って

いますか 

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っているかどうかを

尋ねています。時々、手すり等を使用している程度であれ

ば「はい」とします。手すり等を使わずに階段を昇る能力

があっても、習慣的に手すり等を使っている場合には「い

いえ」となります。 

７ 椅子に座った状態か

ら何もつかまらずに

立ち上がっています

か 

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がってい

るかどうかを尋ねています。時々、つかまっている程度で

あれば「はい」とします。 

 

８ １５分位続けて歩い

ていますか 

１５分位続けて歩いているかどうかを尋ねています。屋

内、屋外等の場所は問いません。 

９ この１年に転んだこ

とがありますか 

この１年間に「転倒」の事実があるかどうかを尋ねていま

す。 

１０ 転倒に対する不安は

大きいですか 

現在、転倒に対する不安が大きいかどうかを、本人の主幹

に基づき回答してください。 

１１・１２の質問項目は、低栄養状態かどうかについて尋ねています。 

１１ 6 ヵ月で２～３Kg 以

上の体重減少があり

ましたか 

6ヵ月で２～３Kg以上の体重減少があったかどうかを尋ね

ています。6ヵ月以上かって減少している場合は「いいえ」

となります。 

１２ 身長、体重 身長、体重は、整数で記載してください。体重は１ヵ月以

内の値を、身長は過去の測定値を記載して差し支えありま

せん。 

１３～１５の質問項目は、口腔機能について尋ねています 

１３ 半年前に比べて固い

ものが食べにくくな

りましたか 

半年前に比べて固いものが食べにくくなったかどうかを

尋ねています。半年以上前から固いものが食べにくく、そ

の状態に変化が生じていない場合は「いいえ」となります。 

１４ お茶や汁物等でむせ

ることがありますか 

お茶や汁物等を飲む時に、むせることがあるかどうかを、

本人の主観に基づき回答してください。 

１５ 口の渇きが気になり

ますか 

口の中の渇きが気になるかどうかを、本人の主観に基づき

回答してください。 

１６・１７の質問項目は、閉じこもりについて尋ねています。 

１６ 週に１回以上は外出

していますか 

週によって外出頻度が異なる場合は、過去１ヵ月の状態を

平均してください。 
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１７ 昨年と比べて外出の

回数が減っています

か 

昨年の外出回数と比べて、今年の外出回数が減少傾向にあ

る場合は「はい」となります。 

１８～２０の質問項目は認知症について尋ねています。 

１８ 周りの人から「いつ

も同じ事を聞く」な

どの物忘れがあると

言われますか 

本人は物忘れがあると思っていても、周りの人から指摘さ

れることがない場合は「いいえ」となります。 

 

 

１９ 自分で電話番号を調

べて、電話をかける

ことをしていますか 

何らかの方法で、自ら電話番号を調べて、電話をかけてい

るかどうかを尋ねています。誰かに電話番号を尋ねて電話

をかける場合や、誰かにダイヤルをしてもらい会話だけす

る場合には「いいえ」となります。 

２０ 今日が何月何日かわ

からない時がありま

すか 

今日が何月何日かわからない時があるかどうかを、本人の

主観に基づき回答してください。月と日の一方しか分から

ない場合には「はい」となります。 

２１～２５の質問事項は、うつについて尋ねています。 

２１ （ここ２週間）毎日

の生活に充実感がな

い 

ここ２週間の状況を、本人の主観に基づき回答してくださ

い。 

２２ （ここ２週間）これ

まで楽しんでやれて

いたことが楽しめな

くなった 

２３ （ここ２週間）以前

は楽に出来ていたこ

とが今ではおっくう

に感じられる 

２４ （ここ２週間）自分

が役に立つ人間だと

思えない 

２５ （ここ２週間）わけ

もなくつかれたよう

な感じがする 

 

  



 

 

9 
 

 

（５） 相談から総合事業(介護予防・生活支援サービス事業)利用までの流れ 

① 地域包括支援センター又は市役所で相談受付                                      

・相談者から相談の目的や心身の衰え等によって日常生活にどのような困りごと

が起こっているのかを聞き取ります。 

・明らかに要介護認定が必要な場合や介護予防給付（介護予防訪問看護、福祉用具

等）又は介護給付によるサービス利用が想定される場合は、介護保険要介護・要

支援認定申請を案内し、認定申請を希望される場合は手続きを行います。 

※ 介護保険要介護・要支援認定申請から総合事業利用までの流れは後述 (６)

参照 

・事業対象者もしくは要支援相当の心身状況と考えられる場合(例えば、週１回程

度のデイサービス、週１～２回程度のヘルパー利用等が想定される場合)は、次の

ように対応します。 

【市役所】  

ア．来庁した相談者へ以下を伝え、地域包括支援センターを紹介します。 

 

・介護保険制度では、その方の状態に応じて、住み慣れた地域で自立した日 

常生活を続けていくために必要となるサービスを利用します。(まずサービ

スを選ぶのではありません。) 

・専門職(地域包括支援センターの職員もしくはケアマネジャー)がご本人や

ご家族と共に実際の居住環境や生活状況を確認しながら、現在の困りごと

が起こっている原因等を明らかにし、その解決に役立ちそうなサービス、

地域の社会資源をご提案します。 

・利用者は、専門職の提案を受け、利用するサービスを選択します。 

・利用するサービスの種類によって、介護認定申請をするのか、介護予防・

生活支援サービス事業利用判定のための基本チェックリストを行うのか、

手続きが異なります。 

・地域包括支援センターが御自宅で相談を承りますので、地域包括支援セン

ターへ相談をしてください。 

 

イ. 対象者が上記アの説明を聞いた上で、高齢介護課での基本チェックリスト

を希望する場合は、実施にあたり以下の点を伝えます。 

・利用するサービスは、地域包括支援センターがアセスメントの上で作成す

るプランに基づくため、基本チェックリストの結果、事業対象者に該当し

た場合でも希望するサービスの利用を確定するものではありません。 

・基本チェックリストは高齢介護課から地域包括支援センターへ送り、地域

包括支援センターから対象者へ連絡が入ります。その後、地域包括支援セ

ンターが居住環境や生活状況を確認し、困りごとの原因等を明らかにして、

その解決に役立ちそうなサービスを提案します。利用するサービスの種類
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によっては、介護保険要介護・要支援認定申請を案内することもあります。 

   【地域包括支援センター】  

自立した日常生活に向けたサービス利用をしていただくために、実際の居住 

環境や生活状況を確認し、介護保険要介護・要支援認定申請もしくは基本チェ

ックリストのどちらが適切かアセスメントします。アセスメントの結果(Ｐ３

表１参照)に応じ、必要な手続きを案内します。 

※ 介護保険要介護・要支援認定申請から総合事業利用までの流れは後述(６)  

を参照 

・一般介護予防事業の利用のみを希望している場合は、基本チェックリストの実施

は不要です。 

② 基本チェックリストの実施                                                        

・「基本チェックリストの考え方」に基づき実施します。 

・原則対象者本人が記入します。ただし、やむを得ない事情がある場合には、対象

者本人からの聞き取りで実施します。 

③ 事業対象者の判定・被保険者証等の交付                    

・基本チェックリストの判定を行い、該当した場合は事業対象者となります。 

・地域包括支援センターは、事業対象者が自立した日常生活を送ることができるよ

うに支援を開始します。 

・事業対象者は地域包括支援センターを通じて、介護予防ケアマネジメント依頼届

出書を市へ届出し、事業対象者と記載された被保険者証及び負担割合証の交付を

受けます。 

④ 介護予防ケアマネジメント                         

・地域包括支援センター（居宅介護支援事業所へ委託可能）は、事業対象者の居住

環境や生活状況等についてアセスメントを行い、その結果に基づいた介護予防ケ

アプラン案の作成、サービスの提案等を行います。 

⑤ 総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）の利用開始                            

・事業対象者が、介護予防ケアプランに同意したうえでサービス提供事業者との契

約を締結し、総合事業(介護予防・生活支援サービス事業)の利用開始となります。 
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（６）介護保険要介護・要支援認定申請から総合事業(介護予防・生活支援サービス事

業)利用までの流れ 

① 市の申請窓口へ介護保険要介護・要支援認定申請書を提出                                                            

・申請書類の提出は、利用者本人や家族、成年後見人が市の窓口で行う他、郵送で

も可能です。また、介護支援専門員や地域包括支援センター等による代行申請も

可能です。 

・市の職員などが自宅を訪問し、全国共通の調査票で認定調査を行います。 

・主治医から介護を必要とする原因疾患などについて主治医意見書に記載を受け

ます。 

② 介護認定の審査・判定、介護保険被保険者証等の交付                    

・「介護認定審査会」で審査し、要介護状態区分が判定され、対象者のもとに結果が

記載された「認定結果通知」と「介護保険被保険者証」が届きます。 

・判定結果が「要介護」の方は、総合事業(介護予防・生活支援サービス事業)でな

く、介護保険サービスの利用対象となります。 

③ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント                  

・地域包括支援センターまたは指定介護予防支援事業所(居宅介護支援事業所)は、

判定結果が「要支援」の方について、自立した日常生活を続けていくための相談

支援を行います。 

・要支援認定者は地域包括支援センターまたは指定介護予防支援事業所(居宅介護

支援事業所)を通じて、介護予防サービス計画作成依頼届出書を市へ提出します。 

・地域包括支援センター(居宅介護支援事業所への委託可能) または指定介護予防

支援事業所(居宅介護支援事業所)は、要支援認定者の居住環境や生活状況等につ

いてアセスメントを行い、その結果に基づき介護予防ケアプラン案の作成、サー

ビスの提案等を行います。 

 ※指定介護予防支援事業所(居宅介護支援事業所)は介護予防支援のみ対応 

④ 利用開始                                 

・要支援認定者が、介護予防ケアプランに同意したうえでサービス提供事業者との

契約を締結し、サービスの利用開始となります。 
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（７） 介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出 

・利用者本人が自署の上、担当地域包括支援センターから提出します。 

・委託先の居宅介護支援事業所が提出する場合には、担当地域包括支援センターを経

由して提出します。 

・住所地特例対象者は、稲沢市経由で保険者市町村へ届出します。 

 

【介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出の有無】 

区分 
居宅サービス計画 

作成依頼届出書 

介護予防サービス 

計画作成依頼届出書 

介護予防ケアマネジメ

ント依頼届出書 

事業対象者が 

介護予防・生活支援サービス事業 

を利用する場合 

－ － 〇 

要支援認定者が 

介護予防給付を利用する場合 
－ 〇 － 

要介護認定者が 

介護給付を利用する場合 
〇 － － 

介護給付から 

介護予防給付に移行する場合 
－ 〇 － 

介護給付から 

介護予防・生活支援サービス事業 

に移行する場合 

－ － 〇 

介護予防給付から 

介護予防・生活支援サービス事業 

に移行する場合 

－ － 〇 

要支援認定者から 

基本チェックリストによる事業対象者

に移行する場合 

－ － 〇 

居宅介護支援事業所に 

ケアマネジメントを委託した場合 
－ 〇 

委託先居宅介護支援事業所が 

変更となった場合 
－ 〇 

転居等で地域包括支援センターが

変更となった場合 
－ 〇 

委託を解除し地域包括支援センタ

ーから、指定介護予防支援事業所

に変更となった場合 

 

 

   〇       － 
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事業対象者に関する手続きについて 

 

 新規 更新 居宅介護支予防援事

業所の変更 

基本チェッ

クリスト 

該当 該当  

対象 ６５歳以上で基本チ

ェックリストの実施

により事業対象者の

要件に該当する 

＊要介護・要支援か

らの移行を含む 

事業対象者の有効期

間がまもなく終了す

る者で、基本チェッ

クリストの実施によ

り事業対象者の要件

に該当する 

 

事業対象者のケアマ

ネジメント担当事業

所が変更となった場

合 

（担当地域包括支援

センターの変更、地

域包括支援センター

が居宅介護支援事業

所に委託、居宅介護

支援事業所の変更

等） 

提出書類 ① 基本チェックリス

ト 

② 介護予防サービス

計画書・介護予防

ケアマネジメント

依頼（変更）届出

書 

③ 被保険者証 

① 基本チェックリス

ト 

② 被保険者証 

① 介護予防サービス

計画書・介護予防

ケアマネジメント

依頼（変更）届出

書 

② 被保険者証 

提出の流れ 地域包括支援センタ

ーが高齢介護課へ提

出 

地域包括支援センタ

ーまたは居宅介護支

援事業所が高齢介護

課へ提出 

 

地域包括支援センタ

ーが高齢介護課へ提

出 

被保険者証

の発行 

発行し本人に郵送 更新日に発行し本人

に郵送 

担当地域包括支援セ

ンター変更時のみ発

行し本人に郵送 
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２ 稲沢市における総合事業 

（１） 訪問型サービス 

・稲沢市では、介護予防訪問サービスと基準緩和型訪問サービスと住民主体型訪問サー

ビスを実施します。 

・介護予防訪問サービスと基準緩和型訪問サービスの併用はできません。介護予防訪問

サービス（もしくは基準緩和型訪問サービス）と住民主体型訪問サービスの併用は可能。 

【訪問型サービスの内容・基準】 

 介護予防訪問サービス 基準緩和型訪問サービス 

対象者 要支援者、事業対象者 要支援者、事業対象者 

ケアマネ 

ジメント 

原則的なケアマネジメント 

（ケアマネジメントＡ） 

原則的なケアマネジメント 

（ケアマネジメントＡ） 

提  供 

サービス 

身体介護・生活援助（老計第 10 号に示

されているとおり） 

生活援助等（老計第 10 号に示されてい

るとおり）※生活援助のみの場合は、原

則、基準緩和型訪問サービス 

サービス 

提供時間 

４５分～１時間 ４５分～１時間 

人員基準 

※１ 支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所等

の職務に従事可能 

※２ 一部非常勤職員も可能 

 必要な資格 配置要件 

管理者 なし 常勤・専従１以上※１ 

サービス提

供責任者 

･介護福祉士 

・実務者研

修修了者 

・3 年以上介

護等の職務

に従事した

初任者研修

等修了者 

等 

常勤の訪問介護員等

のうち利用者４０人

に１人以上※２ 

訪問介護員 
・介護福祉

士 

・初任者研

修等修了者 

等 

常勤換算 2.5 人以上 

※１ 支障がない場合、他の職務同一敷地内の他事業所等の職

務に従事可能 

 必要な資格 配置要件 

管理者 なし 常勤・専従１以上※１ 

サービス提

供責任者 

･介護福祉士 

・実務者研

修修了者 

・3 年以上介

護等の職務

に従事した

初任者研修

等修了者 

等 

訪問介護員のうち必

要数 

訪問介護員 
・介護福祉

士 

・初任者研

修等修了者 

等 

必要数 

設 備 

① 事業の運営に必要な広さを有する

専用の区画 

② 必要な設備・備品 

① 事業の運営に必要な広さを有する専

用の区画 

② 必要な設備・備品 

実施主体 訪問介護事業所 
介護保険事業所・民間事業者・ 

ＮＰＯ等 

指定申請 稲沢市 稲沢市 
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 住民主体型訪問サービス 

対象者 
要支援者、事業対象者、一部の要介護者（要介護認定を受ける前から住民主体

型訪問サービスを利用していた者は継続が可能） 

ケアマネ 

ジメント 

原則的なケアマネジメント 

（ケアマネジメントＡ） 

提  供 

サービス 

生活援助のみ（老計第 10 号に示されているとおり） 

提供団体によって提供内容は異なる場合がある。 

サービス 

提供時間 

１時間以内。 

ただし、提供団体によって異なる場合がある。 

実施主体 住民組織団体、NPO 法人 

申請 稲沢市 

 

 

【訪問型サービスの単価等】              １単位 ＝ １０．４２円 

 介護予防訪問サービス 基準緩和型訪問サービス 

サービス費 

事業対象者、要支援１・２ 

（週１回程度の訪問） 
1,176 単位／月 

事業対象者、要支援１・２ 

（週１回程度の訪問） 
 941 単位／月 

事業対象者、要支援１・２ 
（週２回程度の訪問） 

2,349 単位／月 
事業対象者、要支援１・２ 
（週２回程度の訪問） 

1,879 単位／月 

事業対象者、要支援２ 
（週２回を超える訪問） 

3,727 単位／月 
事業対象者、要支援２ 
（週２回を超える訪問） 

2,982 単位／月 

初回加算 ２００単位／月 １６０単位／月 

同一建物減算 １０／１００ １０／１００ 

※ その他加算、減算あり 

 

 住民主体型訪問サービス 

サービス費 団体により異なる 

初回加算 なし 
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① 利用回数 

１）介護予防型訪問サービス・基準緩和型訪問サービス 

・原則、要支援１・事業対象者の利用回数は週に１回程度もしくは２回程度としま

す。ただし、担当者会議にて協議した結果、必要と認められた場合、事業対象者

は週 2回を超える程度利用することができます。 

・利用回数を週 2回を超える回数に設定した場合は、6カ月を目途に見直しを行い

ます。見直しの結果継続が必要であれば市に必ず相談をし、今後の利用回数を検

討します。 

・利用する場合は、介護予防サービス・支援計画表に理由を明確に記入します。介

護予防サービス・支援計画書の期間は 6カ月で作成します。 

２）住民主体型訪問サービス 

１週間に１回程度とする。ただし、1ヵ月に１回の利用も可能とします。 

アセスメントを実施した後、必要最低限のサービス提供とします。 

 

②日割り計算について 

  １）介護予防型訪問サービス・基準緩和型訪問サービス 

  ・月途中からの新規利用、月途中の利用終了は日割り計算を行います。 

・月途中で入院された場合は、日割り計算は行いません。ただし、利用者保護の 

観点から、日割り計算での算定を行うことを妨げるものではありません。 

・生活保護受給者で第二号被保険者が月途中で第一号被保険者になった場合は日 

割り計算を行います。 

２）住民主体型訪問サービス 

原則、１回〇〇円という算定になりますので、日割り計算はありません。 

 

③サービスの併用について 

   介護予防型訪問サービスと住民主体型訪問サービスの併用は可能とします。基準

緩和型訪問サービスと住民主体型訪問サービスの併用は可能とします。ただし、

アセスメントを実施した後、必要最低限のサービス提供とします。 
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（２） 通所型サービス 

・稲沢市では、指定事業者により提供される介護予防通所サービスと基準緩和型通所サ

ービスを実施します。 

・介護予防通所サービスと基準緩和型通所サービスの併用はできません。 

・介護予防通所サービスと基準緩和型通所サービスでは、要支援２の利用者に対し、独

自に週１回程度のサービスを設定します。 

 

【通所型サービスの内容・基準】 

 介護予防通所サービス 基準緩和型通所サービス 

対象者 要支援者、事業対象者 要支援者、事業対象者 

ケアマネ 

ジメント 

原則的なケアマネジメント 

（ケアマネジメントＡ） 

原則的なケアマネジメント 

（ケアマネジメントＡ） 

提  供 

サービス 

送迎、レクリエーション、入浴、 

機能訓練 等 

レクリエーション、機能訓練 等の

ミニデイサービス 

サービス 

提供時間 
1 日の利用を想定 半日の利用を想定 

人員基準 

※１ 支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所

等の職務に従事可能 

 必要な資格 配置要件 

管理者 なし 常勤・専従１以上※１ 

生活相談員 介護福祉士等 専従１以上 

看護職員 看護師等 専従１以上 

介護職員 

なし 

利用者 15 人までは専従

１以上 

15人からは利用者１人に

つき 専従０．２以上 

機能訓練 

指導員 
理学療法士等 専従１以上 

※１ 支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所

等の職務に従事可能 

 必要な資格 配置要件 

管理者 なし 常勤・専従１以上※１ 

生活相談員 介護福祉士等 専従１以上 

看護職員 看護師等 不要 

介護職員 

なし 

利用者 15 人までは専従

１以上 

15人からは利用者１人に

つき 必要数 

機能訓練 

指導員 
理学療法士等 

配置することが望ま

しい 

 

設 備 

 
① 食堂・機能訓練室 

（３㎡×利用定員以上） 
② 静養室・相談室・事務室 

③ 消火設備その他非常災害に必要な設備 

④ 必要なその他の設備・備品 

 
① サービスを提供するために必要な場所 

（３±0.5 ㎡×利用定員以上） 

② 消火設備その他非常災害に必要な設備 

③ 必要なその他の設備・備品 

実施主体 通所介護事業所 
介護保険事業所・民間事業者・ 

ＮＰＯ等 

指定申請 稲沢市 稲沢市 
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【通所型サービスの単価等】              １単位 ＝ １０．２７円 

 介護予防通所サービス 基準緩和型通所サービス 

サービス費 

事業対象者、要支援１・２ 
（週１回程度の通所） 
※要支援２は独自に設定 

1,798 単位

／月 

事業対象者、要支援１・２ 

（週１回程度の通所） 

1,438 単位 
 

／月 

事業対象者、要支援２ 

（週２回程度の通所） 

3,621 単位

／月 

事業対象者、要支援２ 

（週２回程度の通所） 

2,897 単位 
 
／月 

若年性認知症 

利用者受入加算 
２４０単位／月 １９２単位／月 

定員超過の減算 ３０／１００ ３０／１００ 

看護・介護職員
欠員の減算 

３０／１００ ３０／１００（介護職員のみ） 

同一建物減算 

週１回程度の通所 
３７６単位

／月 

週１回程度の通所 ３００単位 

            ／月     

週２回程度の通所 
７５２単位

／月 

週２回程度の通所 ６０１単位 

            ／月 

事業所が送迎

を行わない場

合の減算 

片道 47 単位 片道 38 単位 

※ その他加算、減算あり 

 

① 利用回数 

・原則、要支援１・事業対象者の利用回数は週に１回程度とします。ただし、担当者

会議にて協議した結果、必要と認められた場合、事業対象者は週 2回程度利用する

ことができます。 

・利用回数を週 2回に設定した場合は、6カ月を目途に見直しを行います。見直しの

結果継続が必要であれば市に必ず相談をし、今後の利用回数を検討します。 

・利用する場合は、介護予防サービス・支援計画書に理由を明確に記入します。介護

予防サービス・支援計画書の期間は 6カ月で作成します。 

 

②日割り計算について 

 ・月途中からの新規利用、月途中の利用終了は日割り計算を行います。 

・月途中で入院された場合は、日割り計算は行いません。ただし、利用者保護の 

観点から、日割り計算での算定を行うことを妨げるものではありません。 

・生活保護受給者で第二号被保険者が月途中で第一号被保険者になった場合は日 

割り計算を行います。 
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（３） 介護予防ケアマネジメント 

① 介護予防ケアマネジメントの考え方・留意点等 

・介護予防ケアマネジメントは、介護予防と日常生活支援を目的として、利用者の心身

の状況、その置かれている環境その他の状況に応じて、要支援者等の自らの選択に基

づき、介護予防生活支援サービスのほか、一般介護予防事業や民間企業により提供さ

れるサービスも含め、要支援者等の状況にあった適切なサービスが、包括的かつ効率

的に実施されるよう、専門的な視点から、必要な援助を行う事業です。 

・介護予防ケアマネジメントは、介護予防の目的である「高齢者が要介護状態になるこ

とをできるだけ防ぐ」「要支援・要介護状態になってもその悪化をできる限り防ぐ」

ために、高齢者自身が地域において自立した日常生活を送れるよう支援するものです。 

・総合事業においては、高齢者自身が、地域で何らかの役割を果たせる活動を継続する

ことにより、結果として介護予防につながるという視点からも、「心身機能」「活動」

「参加」にバランスよくアプローチしていくことが重要です。利用者の生活上の何ら

かの困りごとに対して、単にそれを補うサービスを当てはめるのではなく、利用者の

自立支援に資するよう、心身機能の改善だけでなく、地域の中で生きがいや役割を持

って生活できるような居場所に通い続けることなども含めた支援が求められます。 

・介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては、自立支援や介護予防のため、総合事

業の趣旨やケアマネジメントの結果適当と判断したサービスの内容について、利用者

が十分に理解し、納得する必要があります。そのため、利用者本人やその家族の意向

を的確に把握しつつ、専門的な視点からサービスを検討し、そのサービス内容、自立

支援や介護予防に向けて必要なサービスをケアプランに位置付けていること、それに

よりどのような効果を期待しているのか等を丁寧に説明し、その理解・同意を得て、

サービスを提供することが重要です。 

・「介護予防のための地域ケア個別会議」(利用者本人が望む暮らしを実現するための生

活課題について、多職種が専門的な視点に基づき意見を交わす場)を活用し、自立支

援に資する介護予防ケアマネジメントの充実を目指します。 

・介護予防ケアマネジメントは利用者本人が居住する地域包括支援センターにおいて

実施しますが、居宅介護支援事業所に委託することも可能です。 

 また、指定介護予防支援事業所(居宅介護支援事業所)でも実施できます。(介護予防 

支援のみ) 
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② 給付管理とケアマネジメント費 

・指定事業者のサービス利用時に、給付管理を実施します。 

・要支援認定者が総合事業を利用する場合、予防給付の利用限度額の範囲内で、介護予

防給付と総合事業とを一体的に給付管理を行います。予防給付を利用する場合は介護

予防支援、総合事業のみの利用の場合は介護予防ケアマネジメントとなります。 

 支給限度額 対象サービス 利用パターン ケアマネジメント費 

要支援１ 5,032 単位 

・介護予防給付 

・総合事業の指定

サービス 

予防給付のみ 

介護予防支援費 予防給付＋総合事

業 

総合事業のみ※ 介護予防ケアマネジメント費 

事業対象者 5,032 単位 
・総合事業の指定

サービス 

総合事業のみ※ 
介護予防ケアマネジメント費 

要支援２ 10,531 単位 

・介護予防給付 

・総合事業の指定

サービス 

予防給付のみ 

介護予防支援費 予防給付＋総合事

業 

総合事業のみ※ 介護予防ケアマネジメント費 

※「住民主体型訪問サービスのみ」の場合は、給付管理の必要はありません。 

 

③ 介護予防ケアマネジメントの類型 

・稲沢市ではケアマネジメントＡとケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネ

ジメント）を設定します。ケアマネジメントＣは地域包括支援センターのみで実施し

ます。 

 

④ 初回加算について 

・新規にケアプランを作成する場合 

・過去２か月間以上居宅介護支援を提供されていない、かつ居宅介護支援が算定されて

おらず、サービス再開にあたり新規と同様の手順を行った場合(届出書の提出を除く) 

・地域包括支援センターとの委託契約を解除し、指定介護予防支援事業所にて新規と同

様の手順でケアプランを作成した場合 

・要介護から要支援・事業対象者に変更になった場合 

・住所変更により担当管轄の地域包括支援センターが変わった場合 

は初回加算を算定することができます。住民主体型訪問サービスのみのケアプランを

作成する場合も、初回加算を算定することができます。 

なお、要支援から事業対象者、事業対象者から要支援となった場合は算定できません。 
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⑤ 委託連携加算について 

・地域包括支援センターより居宅介護支援事業所にケアプラン作成を委託する場合 

・住民主体型サービスのみのケアプランを作成する場合も、委託連携加算を算定する

ことができます。 

 ※地域包括支援センターとの委託契約を解除し、指定介護予防支援事業所にてケア

プランを作成する場合は委託連携加算の算定はできません。 

 委託連携加算は利用者１人につき原則１回まで算定可 

  

⑥ 処遇改善加算について 

・要件を満たし、処遇改善加算計画書、実績報告書及び体制届（加算届）の提出が必

要となります。 

 

（４） その他の留意点等 

① 有効期間の設定 

・事業対象者について、一律２年間の有効期間を設定します。 

※基本チェックリスト実施日から２年間です。  

   例：基本チェックリスト実施日 令和８年４月１９日 

     有効期間 令和８年４月１９日～令和１０年４月３０日 

※更新の申請は、有効期間日満了日の６０日前から受け付けます。 

   例：有効期間満了  令和８年６月３０日 

     更新申請の受付 令和８年５月１日 

 

② 利用者負担 

・介護予防型訪問（通所）サービス、基準緩和型訪問（通所）サービスの場合、利用者

負担割合は原則１割、一定以上所得者は２割・３割です。負担割合証で確認してくだ

さい。 

・住民主体型訪問サービスの場合、保険給付ではないため利用者負担は自費となります。 

・介護予防ケアマネジメントの利用者負担はありません。 

・保険料を滞納している方が介護保険サービスを受けた時にとられる給付制限は、新 

しい総合事業については適応しません。 

 

③ 請 求（ケアマネジメントＡ） 

・審査支払に関して国保連合会を利用します。 

・請求にあたっては給付管理票の作成が必要です。また予防給付と総合事業を併せて利

用している方は、一括して給付管理票を作成してください。 

・請求にあたって利用する請求コードは介護予防給付とは異なり、総合事業専用のもの
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を使用します。請求コードは市のホームページでご確認ください。 

・詳しい請求方法については愛知県国民健康保険団体連合会へお尋ねください。 

④ 住所地特例者の利用 

・住所地特例者については、施設所在地である市町村で、基本チェックリストの実施及

び新しい総合事業のサービス利用を行います。（要介護認定が必要な場合は、Ａ市の

被保険者は保険者市町村であるＡ市に対して要介護認定申請を行います。） 

・被保険者（Ａ市）は、被保険者証を添付して介護予防サービス計画作成・介護予防ケ

アマネジメント依頼届出書を稲沢市に提出をすると、事業の利用が可能となります。 

 

⑤ サービス担当者会議 

・住民主体型訪問サービスのみの場合、原案の作成がサービス担当者会議終了後になる

こともあります。事業所との打ち合わせをサービス担当者会議に置き換えることもあ

ります。 

 

  

３ 事業所指定等について 

・総合事業における指定申請等の届出は稲沢市に対して行います。 

・稲沢市に所在する事業所が、稲沢市以外の被保険者（稲沢市に居住する住所地特例者

を除く）に対して総合事業によるサービスを提供する場合は、それぞれの保険者市町

村から事業所指定を受ける必要があります。 

・介護予防訪問(通所)サービスと基準緩和型訪問（通所）サービスを実施する事業所は、

それぞれのサービスの指定申請書の提出が必要です。 

・住民主体型（訪問）サービスを実施する団体等は、サービスの申請書の提出が必要で

す。また、市が行う研修を受講して頂くことが望ましいです。 

・必要書類等は市のホームページをご確認ください。 

 


